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令和７年第１回定例会（６月議会）予算及び付託議案審査関係資料

令和７年５月２６日

企 画 振 興 部

【予算関係】

・・・総 合 政 策 課 次期総合計画策定事業について（新規） ３

・・・マーケティング戦略推進事業について（新規） ６

・・・デジタル政策推進課 県・市町村によるＤＸ推進体制構築事業について ８

【議案関係】

市 町 村 課 「市町村への権限移譲の推進に関する条例の一部を改正する条例案」について

・・・（議案第１３７号） １０
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次期総合計画策定事業について（新規） 

 

総合政策課  

 

１ 目的 

「新秋田元気創造プラン」の推進期間が本年度で終了することに伴い、新たな県政運営の指針となる次期総合計

画を策定する。 

 

２ 内容 

（１）総合政策審議会運営費 

次期計画に掲げる施策の方向性等について、調査審議を行う総合政策審議会、企画部会及び専門部会をそれぞれ

開催する。 

  ① 審 議 会 全委員（定数30名）で構成する審議会を３回開催する。（うち６月補正は１回分） 

  ② 企画部会 審議会長及び専門部会長で構成する企画部会を３回開催する。（うち６月補正は２回分） 

  ③ 専門部会 審議会委員及び専門委員で構成する専門部会を３回開催する。（うち６月補正は専門委員19名× 

         ３回分、オブザーバー６名分） 

 

（２）県民参画促進事業 

計画策定の段階から、アンケートの実施やＳＮＳ等の活用により、幅広い県民の意見募集に取り組むほか、大学

生等によるワークショップを実施し、若者が考える秋田の将来像についてイメージを取りまとめる。 

 

（３）次期総合計画ＰＲ事業 

次期総合計画の普及啓発用冊子及びリーフレットとともに、ＰＲ動画を作成し、幅広く周知する。 
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３ 策定スケジュール（案） 

  令和７年６月     ６月議会に計画策定の方向性を説明 

      ６月～８月  知事と県民の意見交換会 

      ９月     ９月議会に骨子案を説明 

12月     12月議会に素案を説明 

12月～１月  パブリックコメント 

  令和８年２月     ２月議会に案を説明 

      ３月     策定・公表 
 
  ※総合政策審議会・企画部会・専門部会については、令和７年５月から令和８年２月まで順次開催。 

 

４ 予算額 

６，８４２千円（○一６，８４２千円） 

 

（１）総合政策審議会運営費 １，８２８千円  報酬                  ９７０千円 

報償費、旅費等             ８５８千円 

 

（２）県民参画促進事業      ７７千円  報償費、旅費等              ７７千円 

 

（３）次期総合計画ＰＲ事業 ４，９３７千円  需用費等                ３４７千円 

委託料（冊子、リーフレット及び動画作成費） 

４，５９０千円 
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次期総合計画の策定の方向性

【総合計画策定の意義】

次期総合計画は県政運営の指針となる最上位の計画として、「まち・ひと・しごと創生法」に基づく地方版総合戦略
と一体のものとして策定する。

【計画の策定に当たって】

「日本一持続可能な県」の構築に向け、計画の理念等を整理するとともに、社会減を「1,000人台」に縮減することを
目指しながら、取り組む具体的な方策を取りまとめる。なお、計画の推進期間は４年間（令和８～11年度）とする。

【政策の整理について】

① 目指すべき本県の姿の実現のため、県政最大の課題である「人口減少対策」のほか「産業」「農林水産」
「観光・交流」「健康・医療・福祉」「教育・人づくり」「防災・減災・県土強靱化」「環境・くらし」に整理
した上で、県民の所得と生活環境の向上を図る。

② マーケティング手法とデジタル技術を最大限活用し、施策の解像度と精度を上げ、成果追求型マインドにより、
施策の実効性を高める。

日
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持
続
可
能
な
県 教育・

人づくり

産業 農林水産

健康・
  医療・福祉

防災・減災・
県土強靱化

観光・交流

環境・くらし

人口減少対策 

人
口
社
会
減

「
一
、
〇
〇
〇
人
台
」
に
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減

マーケティング
手法の導入

デジタル
技術の活用

目指すべき本県の姿 政 策
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マーケティング戦略推進事業について（新規） 

 

総合政策課  

 

１ 目的 

マーケティング戦略室を設置し、外部人材を活用しながらマーケティングによる事業立案・実施の体制整備を図

るとともに、庁内全体にマーケティング思考を浸透させ、施策の精度を高める。 

 

２ 内容 

新たに設置するマーケティング戦略室が中心となり、各部局の兼務職員や事業課の職員等と共に、外部人材のア

ドバイスを得ながら、マーケティングの手法を用いた精度の高い効果的な事業の企画・実施につなげる。 

また、職員を対象とした研修を行い、庁内全体のマーケティングに関する知見を高める。 

・組織体制 室長、チームリーダー、職員、各部局の兼務職員、外部人材 

・事業内容 マーケティング戦略室の設置 

    マーケティングを専門とする外部人材の招へい 

    事業立案・実施段階等で活用する事業検討手法の整理・提示 

    広く職員を対象とした研修の実施 等 

 

３ 予算額 

１０，８３８千円（○一１０，８３８千円）    旅費                １，０１９千円 

需用費、役務費等          １，３２７千円 

委託料（外部人材経費、研修費等）  ８，４９２千円 

 

 

－6－



■想定される組織体制と業務イメージ

（室長、チームリーダー、職員）

マーケティング戦略室

外部人材

各部局に兼務発令を予定

庁内各課

＜組織体制＞ ＜業務イメージ＞

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
手
法

ニーズ把握・環境分析

事業の企画・立案

体制構築・計画策定

事業実施

評価・改善

・
業
務
の
各
セ
ク
シ
ョ
ン
で
検
討

・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
戦
略
室
は

内
容
の
チ
ェ
ッ
ク
及
び
伴
走
支
援

解像度の
高いニーズ

精度の高い
施策

ムダのない
行政資源

目
標
の
達
成

知見やノウハウの庁内共有・全庁的なスキル向上

好事例の横展開

・・・

■マーケティング戦略室設置後の想定スケジュール

〇外部人材のアドバイスを得ながら、随時各課と連携し、企画立案・事業実施段階のマーケティング手法の導入に関する体制を構築していく。

〇各課への伴走支援及び外部人材による職員研修等を通じ、企画立案や事業実施段階におけるマーケティングの考え方の浸透を図る。

・・・

室設置
外部人材招へい

特に手法導入が必要な関係課を中心に伴走支援、事業検討手法の整理

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

庁内職員研修の実施

R8当初予算ヒアリング・事業内容精査

R8年度以降

マーケティング手法の庁内浸透

事業検討手法の庁内提示

各課事業において精度の高い企画・実施

9月補正予算ヒアリング

室職員研修の実施

伴走支援・進捗管理 等
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県・市町村によるＤＸ推進体制構築事業について 
 

デジタル政策推進課 

 

１ 補正理由 

  デジタル人材の共同活用に係る広域的な仕組みの構築に向けて行った市町村へのヒアリング等を踏まえ、支援内

容を拡充する。 

 

２ 補正内容 

（１）ＤＸ推進アドバイザーの市町村派遣 

   業務改善（ＢＰＲ）やセキュリティ向上の助言、リテラシー向上研修、ソリューションの紹介 等 

 

（２）県と市町村の合同検討会の開催 

   行政のデジタル化やＤＸに係る課題解決に共同で取り組むとともに、市町村におけるＤＸ推進の自走化に向

け、各市町村の課題に応じた支援のあり方やデジタル人材の育成等について検討する。 

  

３ 補正予算額 

２，９１８千円（㊀：２，９１８千円）     報償費           ２，２９０千円 

                         旅費              ６２８千円   

 

【参考】 

 [全体予算額]                                      （単位：千円） 

事業名 予算現計 補正額 補正後額 

県・市町村によるＤＸ推進体制構築事業 ６，０００ ２，９１８ ８，９１８ 
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県・市町村によるDX推進体制構築事業の全体像

【アドバイザー派遣】･･･ 1－①
◯県DX推進アドバイザーを市町村に派遣拡大

【外部人材活用によるデジタル人材確保モデルの
構築】 ･･･ 1－③

①DX推進アドバイザーの市町村派遣
②県と市町村の合同検討会の開催
③外部人材活用によるデジタル人材確保モデルの構築 ※R7当初予算計上済み

1.事業内容

2.全体スケジュール

市町村ヒアリング＆
アンケート（R6）

県・市町村によるDX推進体制構築事業（R7）

デジタル人材の共同活用
の仕組みの具体化（R7～）

【現状・課題の整理】
◯小規模自治体では、極めて人材がひっ迫
◯窓口改革やDXによる地域課題の解決等
の新規業務に着手できない

◯職員の専門性や後任の不足

【合同検討会の立ち上げ】･･･ 1－②
◯共同で取り組むテーマの設定
・共同調達、住民の利便性向上

◯支援のあり方
・派遣形態と支援内容
・人材育成（研修 等）

◯先進団体の事例共有

【検討会運営・情報収集】

・先進自治体等から講師招へい
・県DX推進アドバイザーによる助言
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「市町村への権限移譲の推進に関する条例の一部を改正する条例案」について（議案第１３７号） 

 

市町村課  

 

１ 改正理由 

知事の権限に属する事務の市町村への移譲の推進を図るため、権限移譲対象事務に高齢者の居住の安定確保に関

する法律の規定による終身建物賃貸借（※）に係る賃貸住宅の位置の届出の受理等の事務を加える必要がある。  

※バリアフリー化された賃貸住宅に高齢者が終身にわたり安心して居住できる、一代限りの特別な賃貸契約のこと。 

 

２ 改正内容 

（１）終身賃貸事業の認可を受けた事業者が、終身建物賃貸借契約を結ぶ時までに義務付けられている賃貸住宅の位

置や戸数などに関する届出の受理等の事務を加える。（別表第２２関係） 

（２）引用している農業振興地域の整備に関する法律の条項を改める。（別表第５１関係） 

 

３ 施行期日等 

令和７年１０月１日。ただし、２（２）は公布の日。 
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